
施 設 名

管 理 者 名 指定期間 ～

担 当 課

所 在 地

根 拠 法 令

設 置 条 例

施 設 概 要

・敷地面積　　527.25㎡
・延床面積　　469.80㎡
・構造･階高　 木造　地上2階建
・施設内容　　養育室（共用ラウンジ、寝室、ほふくスペース、キッチン等）、
　　　　　　　応接・相談室、診察室、調理室、事務室、親子生活訓練室等
・定  員　　　10名　※平成３０年度改定

１　基本理念
　　　社会的養護の理念と原理のもとに、乳幼児の心身及び社会性の健全な発達を促進し、その人格の形成に
　　資する養育を行うとともに、児童相談所や児童福祉施設等の関係機関と密接な連携を図り、乳幼児に適切
　　な支援を行うこと。

２　重点政策
  　(1) 養育・支援
　　　　乳幼児の命を守り、その心身及び社会性の健全な発達を促進するため、家庭的な環境で一人ひとりの
　　　　心に寄り添い、愛着関係を築き信頼関係を育むとともに、発達を支援する環境を整える。
    (2) 家庭・里親への支援
　　　　家庭復帰に向けた親子関係の再構築支援を行い、あるいは、里親への委託に向けた取組を行う。
　　(3) 自立支援計画、記録
　　　　子ども一人一人の心身の状況や、生活状況等を正確に把握した、自立支援計画を策定する。
　　(4) 関連機関連携、地域連携及び支援
　　　　市、児童相談所、里親会、医療機関及び他施設等の関係機関等との連携・協力体制を構築する。
　　　　また、地域の里親支援、子育て支援等に取り組むなど、施設のソーシャルワーク機能を活用し、地域
　　　　の拠点となる取組を行う。
　　(5) 職員の質の向上
　　　　定期的に研修に取り組む等、職員一人ひとりの質を向上させ、施設全体の養育・支援の質を向上させ
　　　　る。

２　管理運営方針
　　(1) 当該業務において善良なる管理者の注意をもって実施する義務を負うものとする。
　　(2) 施設の設置目的を踏まえて、施設の一体的な管理によりその効果を最大限発揮させるよう、努力する
　　　　ものとする。
　　(3) 業務全般について計画立案を行い、目標及び業務計画を策定し、その一元的管理方針のもとで、仕様
　　　　書に示す多岐にわたる業務について適切に進捗管理を行い実施するものとする。
　　(4) 指定管理者は、施設の管理について創意工夫のある企画や効率的な運営等により、保護者の多様な
　　　　ニーズに応え、質の高いサービスの提供を図り、効果的・効率的な管理運営を目指すものとする。
    (5) 保護者等や地元等からの要望等に対し、公の施設の管理運営の公益性に鑑み、公平・中立を是として
　　　　その運営にあたるものとする。
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新潟市中央区川岸町1丁目57番地1

こども未来部こども政策課

公の施設目標管理型評価書【指定管理者施設用】

児童福祉法第37条

新潟市乳児院条例

新潟市立乳児院

社会福祉法人愛宕福祉会

施 設 設 置 目 的

管 理 ･ 運 営 に 関 す る 基 本 理 念 ， 方 針 等

　保護者の離婚や病気、養育困難、虐待されている乳児、その他不適切な環境により、家庭で育てることが困難な
場合に、児童相談所の判断で乳児（保健上、安定した生活環境の確保その他の理由により特に必要のある場合に
は、幼児を含む。）お預かりし養育し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的とする施
設。
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指標どおりであった。

指標どおりであった。

指標どおりであった。

指標どおりであった。

遵守した。

指標どおりであった。

コロナ禍でも積極的に
参加し、関係機関との
連携強化に努めてい
る。

個人情報保護の徹底

安心・安全の確保

管理経費の削減

評価項目

サービス満足度

財 務

業 務

・避難訓練等の実施（月1回
以上）
・業務マニュアルの見直し

管理経費削減計画に基づき
削減に着手

業務仕様書等に定める事項
の遵守

適正な財務管理

水光熱費等の差異につい
て検証した。こまめな節電
を実施したが、コロナ禍で
換気の実施、面会等で多く
の部屋を使用するなどで全
体的な光熱費は若干上
がった。また、物品購では
費用の比較検討を実施し、
職員同士でも情報交換をし
ながら、費用を抑えるよう
努力した。

財務マニュアルの作成及び
収支状況の記録

法人経理規定、経理マニュ
アルに基づき適切に管理し
た。

その他業務仕様書等に定め
る事項の遵守

市 民

里親研修受講者31名にア
ンケートを実施した。１０
０％が良い（満足）であっ
た。

評価指標 評価コメント
※

里親研修受講者等へのアン
ケートを実施し、「満足」が
80%以上

実績

苦情・要望への対応 原則7日以内に回答

苦情０件
保護者の要望に関しては、
支援の一環として取り入れ
ている。

苦情0件である点を評
価する。

視察・研修受け入れ等
のアンケートでは、職
員対応につき高い評価
を得た。

・施設内研修の実施（1人あ
たり年1回以上）
・業務マニュアルの見直し

個人情報の保護について
は、自己評価研修にて研修
を実施したり、ヒヤリハット
などで施設全体に注意喚
起を促すなどし、情報保護
の徹底を行っている。
ファイル管理や掲示物など
の見直し点検もおこなっ
た。

関係機関との連携等
会議等への積極的な参加
（年12回以上）

新潟市・市児童相談所との
定例会議、地域連携会議、
担当者会議、自立支援計
画会議棟延べ２０回実施し
た。今年度は外部機関とも
ZOOMでの研修を取り入れ
るなどして、緊急性の高い
会議も迅速に行えた。

避難訓練は、月1回以上実
施。避難訓練、防犯訓練、
救命訓練、連絡訓練等合
わせて年間19回実施。
年度末にマニュアルの見直
しを実施。
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　今年度は、コロナ禍という困難な状況の中、流行状況に注意しながら里親研修を実施し、また里親委託の支援を実施でき
ている。終了後アンケートの満足度は１００％であり、里親研修の満足度の高さから、里親支援に一定の役割を果たしている
ことが伺える。そのほか従来より取り組んでいるヒヤリハット事例の分析・共有による安全管理や経費削減計画の実施、業務
マニュアルの見直し、関連機関や地域との積極的な連携・交流など良好な運営が行われており、指定管理者として優良と評
価する。

ボランティアとの連携
ボランティアの受け入れ人数
年間延べ10人以上

感染予防を実施しなが
ら、研修を多数実施し、
運営の質の向上に努
めている。

コロナ禍前において、
積極的な受け入れを
行っている。

適切に実施されてい
る。

高水準の職員配置を
行っている。

多数の受け入れを行っ
ている。

所 管 課 に よ る 総 合 評 価 （ 所 見 ）

遵守している

　今年度は里親研修を年間31名受け入れた（昨年度は２３名）。里親担当職員を配置し、実習の際のオリエンテーション、実
習後の振り返りなどを行い、現場実習の中で里親委託の意義について丁寧に説明すること努めた。入所、一時保護合わせて
7名の里親委託の支援を行った。その中で、訪問、外出支援やアフター訪問などを丁寧に行った。アフターフォローの一環とし
て、一対一の離乳食講座（管理栄養士）なども実施した。
　安心安全の取り組みでは、引き続きヒヤリハットの収集と分析を継続した。その分析のもと年2回事故防止と防災に関する
研修を行っている。職員からあがったヒヤリハット報告は年間で2293枚で、昨年を830枚ほど上回った。小さな気づきを大切に
し、子どもの権利と命を守る姿勢が根付いている。
　地域交流はコロナ禍ということで、感染防止を第一に考え、あえて交流を避けた1年であった。徹底した感染防止策は、他の
疾病にも効果があった。人と交流すればやはり感染症には罹患する率が高くなり、交流をしなければ人としての社会生活の
獲得という面では心配な面もある。他との交流ができにくい分、感染状況をみながら外出支援などを潤沢にしたりステイホー
ムの在り方を工夫したりしながら普通の暮らしを心がけていきたい。
　コロナ禍にあり感染症防止の観点からは、他者との交流を極力少なくするということは大事なことであるが、乳児院の役割と
して子どもの心身の健やかな成長を保証すること、早期に家庭引き取りや里親委託に向けて支援をする、ということを考え、
流行状況に配慮しながら子どもの幸せ、子どもの権利に着眼しての支援をおこなった1年だった。

人 材

労働基準の充足 労働関係法令の遵守

コロナ禍の中で、受け入れ
をしない時期や、ご家族の
事情でおいでになれない方
などもあり今年度は延べ
148名にとどまった。

配置職員の資質向上
計画的な研修の実施
年10回以上

施設内研修４５日述べ
２８３人　法人内研修は9日
１１人　施設外研修は１２日
１３人が参加して乳児院職
員としての資質向上に努め
た。
施設外研修、法人研修は
ZOOMでの参加だった。

適正な人員配置

指定管理者記載欄（アピールしたい事項・未達成項目への改善策等）

条例で定めた基準を上回る
職員数の配置

1.3対１以上の配置を行い、
ショートステイ、一時的な定
員をうわ回って一時保護を
受託した。

里親支援の実施
里親研修の受け入れ
年2回以上

コロナ禍でも出来る限
り交流を行い、子ども
の健全育成につなげて
いる。

指標どおりであった。

養育里親研修31名（専門
里親研修１名、登録前研修
30名）を受け入れた。
訪問、外出支援、アフター
フォロー、電話相談、離乳
食講座など多岐にわたり里
親支援を実施。

社会・地域への貢献

再委託する場合の市内事業
者への再委託及び物品等の
市内事業者からの調達率
90%以上

96%

地域との交流
地域行事への参加等、地域
との交流を６回以上実施

前半は、コロナ禍ということ
で地域との交流をしなかっ
た。子育て支援センターな
どが再開した際も、一般の
母子優先を考慮し利用を控
えた。感染の流行が落ち着
いたころはいーてらすや鳥
屋野体育館などを多く利用
はしたが、なるべく他者との
交流を避ける形となった。


